
平成  年度包括外部監査報告    意見

管理
番号

監査対象 項目
報告書
ページ

指摘/意
見

主な内容
　・改善の状況　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　・意見を受けての考え方，対応状況

措置等対
応状況の

区分
所管課 部局

1 
第２ 柏市の概
要

９．定員管理「組
織・定員調査票」
について

60 意見

　行政改革推進課担当者は、組織・定員の調整を行うため、毎年4月頃に各部
局から提出される「組織・定員調査票」を精査するとともに、各部局に対する
ヒアリングを繰り返している。この「組織・定員調査票」の記載方法について
「組織・定員調査票.xls記載例及び記載要領」があるにもかかわらず、記載方
法が部局によって異なっている。
　部局によって記載方法が異なると、部局間で比較できず、また部局からの要
望の適正性についての判断に時間を要し、非効率である。
　個人の事務処理能力等の優劣は度外視して、必要十分な人員数を合理的に説
明するための事務量を測る単位としては時間数が妥当であるので、「具体的な
事務量」の欄には記載要領のとおり、増減員の根拠となる具体的な事務量や必
要時間数を記載するように徹底させることが望まれる。
　さらに、仮に増員を要望する場合、定数管理と予算管理の連動を実現させる
ため、人件費への影響を試算させるなど、金額や数値面の情報を織り込ませる
ことが望ましい。

　「組織・定員調査表票」の回答について，各課に対し引き続き，増
員の根拠として，「具体的な事務量」の積算を求めているところです
が，平成２８年度から，記載要領に加え，「定員要望にあたっての参
考資料」において「平成２７年度の包括外部監査による意見（抜粋）
」として，監査人からの意見を載せることで，事務量を「時間数」で
示すよう周知することとしました。今年度の増員要望のある課のうち
４７％が具体的な積算を行いました（前回は４４％のため，微増）。

措置等を講
じた

行政改革推進課 企画部

2 
第２ 柏市の概
要

１０．賃金単価の
改定について

61 意見
　柏市の臨時職員の賃金単価は近年での改定が行われていないため、賃金単価
の見直しの実施を検討することが望まれる。

平成２８年４月より，保育士・栄養士等の臨時職員の賃金単価を改定
しました。
今後も民間の賃金水準や近隣市の動向を確認しながら必要な改定を実
施していきます。

措置等を講
じた

人事課 総務部

3 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

１．地域づくり推
進部　
　秘書広報課

① 特別職非常勤職
員の勤務管理につい
て

72 意見

　秘書広報課の特別職非常勤職員は4名と少人数であり、出勤簿などを使用し
ない現状の勤務管理でも可能かと思われるが、勤務実績の証憑を残すため、出
勤簿や服務整理簿を使った臨時的任用職員と同じ方法での勤務管理に変更する
ことが望まれる。

　平成２７年度中から臨時的任用職員と同様に，勤務実績を出勤簿に
記録する管理方法に変更しました。

措置等を講
じた

広報広聴課
地域づくり推進

部

4 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

２．市民生活部　
　保険年金課

① 保険年金課一部
業務（窓口及び入力
業務並びにコールセ
ンター運営）委託に
関する事前検討の十
分性

81 意見

　保険年金課一部業務（窓口及び入力業務並びにコールセンター運営）委託の
導入目的は正規職員の負担軽減による業務改善にあり、人員削減や費用削減が
目的ではないことから、金額のみで効果の良否を検討できるものではない。し
かし、委託業務の導入に当たってはどの程度費用が増加・減少するのか、費用
が増加するのであれば、その増加に見合う効果があるのかという視点の検討が
必要である。具体的な金額による経済性の検討を実施することが求められる。

　保険年金課一部業務（窓口及び入力業務並びにコールセンター運
営）委託を行ったことにより，正規職員の人件費を削減することがで
き，また当該委託によって正規職員が収納業務に注力することができ
た結果，保険料の収納率が向上していることから，委託を導入したこ
とによる効果があるものと考えます。
　平成28年度から平成30年度における保険年金課一部業務委託の実施
にあたり，新たに入力業務の範囲を拡大しました。この「入力業務の
拡大」分について，委託をした場合と委託をしない場合の人件費，業
務量，当該業務に係る作業時間等を比較検討した結果，委託により課
内業務改善のほか，コスト面での効果があると判断しました。

措置等を講
じた

保険年金課 市民生活部

5 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

２．市民生活部　
　保険年金課

② 保険年金課一部
業務（窓口及び入力
業務並びにコールセ
ンター運営）委託に
関する委託の規模の
妥当性

82 意見

　保険年金課一部業務（窓口及び入力業務並びにコールセンター運営）委託に
より削減が見込まれる正規職員の業務時間と受託者の提案書から試算される年
間勤務時間に2倍近い開きがあるが、この差について検討された資料はなく、
合理的な理由は確認できなかった。
　委託前の業務時間と受託者の作業時間の比較等によりあるべき作業時間を試
算した上で、委託規模の妥当性について検討することが必要であり、必要に応
じて委託規模や仕様書の見直しを行うことが必要である。

　保険年金課一部業務（窓口及び入力業務並びにコールセンター運
営）委託を行ったことにより，正規職員の人件費を削減することがで
き，また当該委託によって正規職員が収納業務に注力することができ
た結果，保険料の収納率が向上していることから，委託を導入したこ
とによる効果があるものと考えます。
　平成28年度から平成30年度における保険年金課一部業務委託の実施
にあたり，新たに入力業務の範囲を拡大しました。この「入力業務の
拡大」分について，委託をした場合と委託をしない場合の人件費，業
務量，当該業務に係る作業時間等を比較検討した結果，委託により課
内業務改善のほか，コスト面での効果があると判断しました。

措置等を講
じた

保険年金課 市民生活部
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6 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

２．市民生活部　
　保険年金課

③ 保険年金課一部
業務（窓口及び入力
業務並びにコールセ
ンター運営）委託に
関する事前検討の妥
当性

82 意見

　保険年金課一部業務（窓口及び入力業務並びにコールセンター運営）委託導
入時の検討内容で、経済的効率性の観点からは、正規職員の増加ではなく、業
務委託を選択した判断の妥当性には疑問が残る。
　正規職員の定数削減の目的は、業務の効率化により正規職員数を削減し、財
政の健全化を目指すことにあるが、定数削減自体が目的となり、結果割高な業
務委託を行うことで、余計な費用負担が発生してしまうのでは経済的効率性の
目的から乖離している。
　委託期間終了後の更新の検討にあたっては、正規職員の増加による対応を選
択肢に加えた上で、具体的な金額的影響を考慮した検討を実施することが求め
られる。

　保険年金課一部業務（窓口及び入力業務並びにコールセンター運
営）委託を行ったことにより，正規職員の人件費を削減することがで
き，また当該委託によって正規職員が収納業務に注力することができ
た結果，保険料の収納率が向上していることから，委託を導入したこ
とによる効果があるものと考えます。
　平成28年度から平成30年度における保険年金課一部業務委託の実施
にあたり，新たに入力業務の範囲を拡大しました。この「入力業務の
拡大」分について，委託をした場合と委託をしない場合の人件費，業
務量，当該業務に係る作業時間等を比較検討した結果，委託により課
内業務改善のほか，コスト面での効果があると判断しました。

措置等を講
じた

保険年金課 市民生活部

7 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

２．市民生活部　
　保険年金課

④ 国民健康保険レ
セプト点検業務委託
に関する事前検討方
法の適切性

83 意見

　国民健康保険レセプト点検業務委託にあたっては、事前に経済性の検証を実
施しているが、レセプト点検業務の経済的な効果は過誤調整金額により測定さ
れるべきであり、再審査請求金額の増減で経済性を計ることは実質的に経済性
の検証になっていない。それだけでなく、当該事前検討資料では、費用削減効
果を誤認しかねない。
業務委託の経済性検証にあたっては、適切な指標を用いた検討を実施すること
が必要である。

再審査請求額と過誤調整金額の推移
　業務委託の経済性検討にあたっては，過誤調整金額等適切な指標を
用いて検証を行います。

措置等を講
じた

保険年金課 市民生活部

8 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

４．こども部　
　子育て支援課

② 更新時評価の検
討過程の記録につい
て

106 意見
　1年を超えて雇用されている臨時的任用職員が多いことについて、対外的に
も説明できることが望ましい。26年通知を鑑み、客観的な評価に基づき、再度
任用を実施するよう、現在の更新プロセスについて再度検討すべきである。

　平成２８年４月より，採用更新時に，自己申告書を提出させ，更新
の意思を確認するとともに，申告書下部に評価欄を設け，複数職員に
よるチェックのうえ，客観的評価に基づき，再度の任用を決定してい
ます。

措置等を講
じた

子育て支援課 こども部

9 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

４．こども部　
　子育て支援課

③ 勤務記録集計の
正確性の確保

107 意見

　子育て支援課でサンプルとして選定したもののうち、出勤表において、誤っ
た集計時間数のまま給与計算、支給が行われていた。
　改善策としては、極力人の手が介在する余地を減らすことが望ましく、勤務
状況報告書等、給与計算に関連する証憑の簡略化や自動化等により、集計・計
算誤りを低減するための取組みを検討されたい。

　勤務状況報告書（出勤表）を表計算ソフトにより作成し，平成２８
年４月より，自動計算により集計を行うように変更しました。

措置等を講
じた

子育て支援課 こども部
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10 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

５．こども部　
　学童保育課

① 超過勤務状況の
改善と臨時職員配置
の最適化

117 意見

　こどもルームにおいては臨時的任用職員の超過勤務が恒常的に発生しており
、また、指導員あたりの超過勤務時間数について、ルーム別にばらつきがある
。
特に、比較的規模の小さいルームにおける、指導員ひとりにかかる負担が大き
い点については改善の余地がある。
　一日保育の際の通し勤務を避けるには、当該ルームに配属されている指導員
の絶対数を増やし、シフト交替できる環境とすることが必要となる。また個人
別の事情を勘案したシフト組みを実施する必要があることから、現状の指導員
の労働時間帯を確認した上で、充足する必要がある時間帯を明確化して、なり
手をさがしていくことが効果的である。
　また、こどもルーム指導員における賃金単価は他市と比較して水準が低いこ
とが伺えるが、賃金単価水準は、応募動機のひとつとして重要な要素であるこ
とを鑑みると、現在の水準が適正か否か検討することが望ましい。

　平成２８年４月から常勤の時給単価の見直しを行い，単価を上げた
ところです。また，平成２８年１０月から勤務条件の変更を行い，指
導員の負担軽減を図ります。

措置等を講
じた

学童保育課 こども部

11 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

５．こども部　
　学童保育課

③ 勤務記録集計の
正確性の確保

119 意見

　出勤簿から勤務時間報告書への転記で誤りがあり、勤務管理簿内での整合性
が取れていないものがあった。
　月次の勤務時間報告書については、各ルームでのルームリーダー及び課の給
与計算担当者の複数名によるチェック体制を持っているが、人の手が介在する
以上誤りが発生する余地が常に存在する。誤りを低減するに当たっては、極力
人の手が介在する余地を減らすことが望ましい。
　なお、平成27年度より、勤務時間報告書については表計算ソフトでの計算と
するように運用を変更しており、時間集計計算が算式によって自動計算される
ことから、誤りが発生する余地は低減されるものと考えられる。

　平成２７年度より表計算ソフトを使用した運用に変更し，このこと
により，誤りが発生する余地は低減されるものと考えます。

措置等を講
じた

学童保育課 こども部

12 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

５．こども部　
　学童保育課

⑤ ルームリーダー
の勤務記録のチェッ
クの実効性

120 意見

　各こどもルームリーダーの月次の勤務時間報告書の内容確認は、ルームリー
ダー本人のみが行っているが、自己チェックだけではなく、各ルームに配置さ
れている他の常勤職員（常勤職員が1名の場合は、非常勤職員）によるチェッ
クを実施すべきと考える。ルームによっては既に当該対応を実施しているとこ
ろもあり、参考にすべきと考える。

　平成28年4月より，リーダー本人ではなく他の常勤職員によるチェ
ックを行うよう，取扱いを変更しました。

措置等を講
じた

学童保育課 こども部

13 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

８．環境部　
　北部クリーンセ
ンター

① 勤務記録集計の
正確性の確保

139 意見
　勤務情報の臨時職員システム（LINK）への入力作業と集計表の作成及びこれ
に基づくチェックは担当者を分けて実施することが望ましい。

　勤務情報の臨時職員システム（LINK）への入力作業と集計表の作成
及びこれに基づくチェックについて，平成27年度中から担当者を分け
て実施することとしました。

措置等を講
じた

北部クリーンセ
ンター

環境部

14 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

１１．学校教育部　
　学校教育課

① 学校用務業務の
外部委託化と人員配
置の検討

159 意見

　学校用務業務については、一部の正規職員、再任用職員を除いて、大半が臨
時的任用職員が行っている。当該業務のうち、樹木剪定や清掃、営繕補修作業
などの標準化されている業務は外部委託が馴染むと考えられるが、現状では外
部委託化の検討はされていない。
　メリットやデメリットを総合的に勘案し、学校用務業務の外部委託を検討す
ることが望まれる。

　学校用務業務については，臨時的任用職員を活用することで外部委
託よりも費用が抑えられ，財政面でのメリットがあります。
　また，学校が用務員に求める仕事内容は，学校ごとに（校地・校舎
の広さや形状をはじめとする学校規模等によって）異なるため，より
良い環境整備の視点で考えると，学校長からの緊急時及び非定型的な
業務に速やかに対応できる市雇用の職員での運用が馴染むと考えます
。
　以上のことを総合的に勘案し，外部委託ではなく市直営の方針を継
続していきます。

措置を講じ
ない

教職員課 学校教育部

15 

第３　各部局の
臨時職員等の活
用や業務の外部
化の状況

１４．学校教育部　
　教育研究所

① 教育支援室にお
ける特別職非常勤職
員の勤務実態の把握

195 意見

　青少年センター内の教育支援室に勤務する特別職非常勤職員の勤務管理につ
いては、常勤職員が常駐していないため、常勤職員など第三者による勤務実態
の確認が行われていない。
　常勤職員など第三者による特別職非常勤職員の勤務実態の確認が必要である
。

　生徒指導室の常勤職員が定期的に教育支援室を訪問して勤務管理を
行うこととし，また，毎朝９時１０分までに代表者が生徒指導室に連
絡し勤務状況を報告させるよう，平成２７年度中に改善しました。

措置等を講
じた

生徒指導室 学校教育部

         


